
平成２６年（厚）第１３４６号

平成２７年９月３０日裁決

主文

本件再審査請求を棄却する。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、日本年金機構が、

平成○年○月○日付で請求人に対してし

た、請求人の平成○年○月○日付の離婚等

をした場合の標準報酬の改定請求を却下す

る旨の処分の取消しを求めるということで

ある。

第２　本件再審査請求に至る経緯

本件記録によると、請求人が本件再審査

請求をするに至る経緯として、次の各事実

が認められる。

１　請求人とＡ（以下「利害関係人」とい

う。）は、平成○年○月○日に婚姻した。

２　平成○年○月○日（受付）に、利害関

係人と請求人作成名義の離婚届が○○市

長により受理され、請求人と利害関係人

は同日、両名の長男Ｂ及び二男Ｃの親権

者をいずれも父である利害関係人と定め

て離婚したものとされた。

３　請求人は、平成○年○月○日、○○家

庭裁判所に対し、相手方を利害関係人と

して、離婚無効の調停を申し立てたが、

不調に終わったため、同年○月○日、同

家庭裁判所に対し、利害関係人及び上記

離婚後に利害関係人と婚姻の届出をした

Ｄ（以下「被告Ｄ」という。）を被告と

して、①　平成○年○月○日付○○市長

に対する届出によってなされた請求人と

利害関係人との間の離婚無効確認、②　

平成○年○月○日付○○市○○区長に対

する届出によってなされた利害関係人と

被告Ｄとの間の婚姻の取消し、③　請求

人の利害関係人に対する、利害関係人に

よる偽造に係る離婚届提出という不法行

為に基づく損害賠償金３３０万円及びこ

れに対する遅延損害金の支払いを求める

訴え（以下「本件訴訟」という。）を提

起した。

４　本件訴訟について、平成○年○月○日

の弁論準備手続期日において、請求人及

びその訴訟代理人である弁護士並びに利

害関係人、被告Ｄ及び両名の訴訟代理人

である弁護士が出頭し、請求人と利害関

係人及び被告Ｄとの間で、次の和解条項

による訴訟上の和解（以下「本件和解」

という。）が成立した。同家庭裁判所裁

判所書記官は、「第○回弁論準備手続調

書（和解）」に上記和解を記載した（民

事訴訟法第２６７条。以下、この調書を

「本件和解調書」という。）。

「和解条項

１　被告Ａ（注：利害関係人を指す。以

下「利害関係人」という。）は、原告（注：

請求人を指す。以下「請求人」という。）

に対し、平成○年○月○日、請求人と

利害関係人との間の離婚の届出を行う

際、請求人の最終的な離婚意思の確認

を怠ったことについて、遺憾の意を表

明する。

２　請求人は、利害関係人に対し、前項

の利害関係人による離婚の届出（平成

○年○月○日付け○○市長に対する離

婚の届出）を追認する。

３　（子の親権者変更に関する条項であ

るが、記載を省略する。）

４　（子の養育費に関する条項であるが、

記載を省略する。）

５　（子の養育費に関する協議条項であ

るが、記載を省略する。）

６　利害関係人は、請求人に対し、請求

人と利害関係人との間の離婚に関する

解決金として、金４８０万円の支払義

務があることを認める。

７　（６の金銭給付の給付の時期及び方

法に関する給付条項であるが、記載を

省略する。）

８　請求人と利害関係人との間の別紙

（注：日本年金機構理事長作成の平成

○年○月○日付「年金分割のための情

報通知書（厚生年金保険制度）」であ

るが、掲記を省略する。）記載の情報



にかかる年金分割についての請求すべ

き按分割合を０．５と定める。

９　（注：婚姻費用分担審判申立事件の

取下げに関する条項であるが、記載を

省略する。）

10　請求人は、本件をいずれも取り下げ、

利害関係人及び被告Ｄはこれに同意す

る。

11　請求人と被告ら（注：利害関係人及

び被告Ｄを指す。）は、請求人と利害

関係人との間及び請求人と被告Ｄとの

間には、本件（請求人と利害関係人と

の間の離婚及び被告らの婚姻）に関し、

本和解条項に定めるもののほか、何ら

の債権債務のないことを相互に確認す

る。

12　（注：訴訟費用の負担に関する条項

であるが、記載を省略する。）」

５　請求人は、平成○年○月○日（受付）、

日本年金機構に対し、本件和解調書を添

付した「標準報酬改定請求書（離婚時

の年金分割の請求書）」を提出して、離

婚をした場合の標準報酬改定を請求した

（以下、「本年金分割請求」という。）。

６　日本年金機構は、平成○年○月○日付

で、請求人に対し、「標準報酬改定請求

日が、離婚日の翌日から起算して２年

を経過しているため。」との理由により、

本件年金分割請求を却下する処分（以下

「原処分」という。）をした。

７　請求人は、原処分を不服として、標記

の社会保険審査官に対する審査請求を経

て、当審査会に再審査請求をした。請求

人の主張は、末尾に添付した別紙記載の

とおりである。

第３　当審査会の判断

１　平成１９年４月１日以降に離婚した者

については、婚姻期間中の厚生年金保険

の被保険者期間につき、当事者間の合意

により分割割合（請求すべき按分割合）

を定めていわゆる離婚時年金分割（厚生

年金保険法上は、婚姻期間に係る被保険

者期間の標準報酬の改定又は決定の請求

という方法によりなされる。）を請求し

た場合（以下、この請求を「離婚時年金

分割の請求」という。）は、標準報酬の

改定又は決定が行われ、老齢厚生年金の

受給権者につきこれが行われたときは、

改定又は決定後の標準報酬を老齢厚生年

金の額の計算の基礎として、当該標準報

酬改定のあった月の翌月から、年金額が

改定されることとされている（厚生年金

保険法第７８条の２から第７８条の１２

まで、国民年金法等の一部を改正する法

律（平成１６年法律第１０４号）附則第

４６条）。しかして、厚生年金保険法第

７８条の２第１項ただし書は、離婚をし

たときから２年を経過したときは、離婚

時年金分割の請求をすることができない

旨を定めている。本件についてこれをみ

るに、本件記録によると、請求人が利害

関係人との離婚の日（平成○年○月○日）

の翌日から起算して２年が経過する前で

ある平成○年○月○日に、請求人が利害

関係人に対し、利害関係人による離婚の

届出を追認すること、請求人と利害関係

人との間の日本年金機構理事長作成の平

成○年○月○日付「年金分割のための情

報通知書（厚生年金保険制度）」記載の

情報にかかる年金分割についての請求す

べき按分割合を０．５と定めること等を

内容とする本件和解が成立したこと、及

び請求人が平成○年○月○日（受付）、

本件年金分割請求をしたことが認められ

る。そうすると、本件年金分割請求は、

離婚をした日（平成○年○月○日）から

２年を経過した後にされたものであるか

ら、これを却下した原処分は、厚生年金

保険法第７８条の２第１項ただし書の規

定に則ったものであり、もとより適法で

あり、かつ、妥当なものであるというこ

とができる。

２　請求人は、本件和解は、利害関係人が

本件離婚が無効であることを認めたこと

から、請求人が本件離婚を追認したとい

う和解であり、民法第１１９条は、無効

行為を追認した場合には、追認の時に新

たな行為を行ったものとして扱われ、追

認の効果は遡及しないことを定めている

ところ、本件においては、本件和解によ



り無効な離婚を追認した平成○年○月○

日に離婚の効果が発生したのであり、請

求人が平成○年○月○日（受付）にした

本件年金分割請求は、離婚が成立した日

から２年を経過する前にされたものであ

るから、原処分は違法であると主張する。

しかしながら、本件和解条項２は、「請

求人は、利害関係人に対し、前項の利害

関係人による離婚の届出（平成○年○月

○日付け○○市長に対する離婚の届出）

を追認する。」というものであって、戸

籍に記載された現状をそのまま是認する

趣旨であると解され、追認により本件離

婚は○○市長に届け出られた当初から

有効なものとする趣旨であることが明ら

かである。このことは、協議上の離婚

は、戸籍法の定めるところにより届け出

ることによって効力を生ずる様式行為で

ある（民法第７３９条第１項）が、本件

和解において、新たに離婚届を作成する

こと、当該離婚届を提出することが合意

されたわけではないこと、本件和解条項

３は、本件離婚届の際に指定された子の

親権者変更に関する条項であるが、これ

は、本件離婚届により離婚が有効に成立

していることを当然の前提とするもので

あること、利害関係人は、本件離婚の届

出をした際に請求人の最終的な離婚意思

の確認を怠ったことについて、遺憾の意

を表明したが、本件離婚が無効であるこ

とを認めたとは認められないこと、利害

関係人から請求人に対する金銭給付を定

めた本件和解条項６は、金銭給付の目的

が「偽造に係る離婚届提出という不法行

為に基づく損害賠償金」ではなく「離婚

に関する解決金」と合意されたこと、本

件和解条項１０及び１１において、請求

人は、本件訴訟を取り下げ、請求人と被

告らは、請求人と利害関係人との間及び

請求人と被告Ｄとの間には、請求人と利

害関係人との間の離婚及び被告らの婚姻

に関し、本和解条項に定めるもののほか、

何らの債権債務のないことを相互に確認

していることからも明らかである。請求

人は、訴訟において離婚の無効を争って

いたから、本件和解成立までは、離婚時

年金分割の請求をすることができない状

態であり、この権利行使が可能となった

のは平成○年○月○日であるとも主張す

るが、厚生年金保険法第７８条の２第１

項ただし書及び厚生年金保険法施行規則

第７８条の３第１項第１号は、離婚時年

金分割の請求をする権利の除斥期間を定

めたものであり、消滅時効期間を定めた

ものではないから、この主張は前提を欠

き、理由がない。

３　請求人は、本件年金分割請求が認めら

れないことになれば、勝手に離婚届を提

出した利害関係人が利益を得る反面、離

婚無効を争ってきた請求人が不利益を被

ることになり、法の目的に反すると主張

する。しかしながら、本件協議上の離婚

が無効であることの確認を求める本件訴

訟において、終局判決を求めるか、訴訟

上の和解を成立させるかは、訴訟当事者

の自由な意思によって決せられるとこ

ろ、請求人が本件和解を選択したもので

あるから、本件年金分割請求が、厚生年

金保険法第７８条の２第１項ただし書の

定めるところによって取り扱われること

は当然のことである。上記主張は、理由

がない。

４　請求人は、原処分は、離婚無効の訴訟

の経過を考慮せず、本件和解で離婚無効

が認められ、無効な離婚を追認した事実

をも考慮しない点で、重大な事実誤認が

あることから、必然的に違法となると主

張する。しかしながら、本件訴訟が本件

和解条項による訴訟上の和解により終了

したことは上記認定のとおりであり、本

件和解条項２が戸籍に記載された現状を

そのまま是認する趣旨であると解され、

追認により本件離婚は○○市長に届け出

られた当初から有効なものとする趣旨で

あることが明らかであることは、上記説

示のとおりである。上記主張は、理由が

ない。

５　請求人は、本件訴訟係属中は離婚時年

金分割の請求をすること自体が不可能で

あったのであり、請求人に対して離婚成



立の日の翌日から２年以内に離婚時年金

分割の請求をすることを求めるのは、不

可能を強いるものであり、それは、そも

そも、厚生年金保険法が離婚をした場合

における離婚時年金分割の請求を離婚後

にしかできないと定めているからであ

り、原処分は、信義則に反しているとも

主張する。しかし、請求人が本件訴訟を

提起したこと及び本件和解条項による和

解が成立したことに、離婚時年金分割の

請求をすることができる期間が平成○年

○月○日までであったことを併せ考慮す

ると、不可能を強いるものということは

できない。上記主張は、前提を欠き、理

由がない。

６　請求人は、離婚無効が認められ、やっ

と離婚時年金分割請求をすることが可能

となったところで、その請求が却下され

ており、請求人が原処分によって被る不

利益は本件年金分割請求に至るまでの事

情に比して甚大であるから、原処分は、

比例原則に違反するとも主張する。しか

しながら、本件訴訟の提起及び本件和解

の成立並びに本件和解において本件離婚

の無効が認められたものではなく、請求

人が平成○年○月○日付離婚の届出によ

る離婚を追認したことはいずれも上記認

定のとおりであるところ、これらはいず

れも請求人の自由な意思に基づいて選択

された結果であるから、本件年金分割請

求がそのような経緯を経てなされたもの

であるとしても、原処分により請求人に

不利益が生じることの故をもって、原処

分が比例原則に違反するということはで

きない。請求人の上記主張は理由がない。

７　以上の認定及び判断の結果によると、

原処分は適法かつ妥当であって、請求人

の本件再審査請求は理由がないから、こ

れを棄却することとして、主文のとおり

裁決する。


